
いても同様である(商法第 773 条)。

(3) 陸揚港において，船長がまだ迷送品の

備考 引波をしない場合において 2 人以上の証券

UE:44L の所持人があるとき， いずれが優先するか。
晶子ノ!?t? この場合には，原所持人がもっとも先に発送
;;:?512 しまたは引渡した証券を所持するものが優先
ι する(商法第 775 条)。原所持人とは数通の船

327532 荷証券を数人に交付した人をいう。原所持人
ι が数通を悶 l時に発送もしくは引渡したとき，
胞の荷

札畳け原日 またはいずれが先か明かでないときには， 数

拡・年月日人の所持入札同等の持分をもって共有権を
(住所氏<!"印S 制は、 hl 有するとするのが通説である。
:田口け (4) 陸協港外においては，船長は全証券の

4 紙質他日棋返還を受けなければ引渡をなすことを得ない
斤とす

(商法第 772 条)。

3 鉄道蛍業法は，鉄道と船舶と通し運送

をする場合には， 金運送に対し貨物引換証を

発行することを定めている(第四条の 3) 。ま

た貨物運送規則および旅客および荷物運送規

則は，国鉄の青森 ・函館間航路だけを運送する場合には船荷証

券，鉄道と背函間航路を通じて運送する場合には貨物引換証を

発行することを定めている。しかしこのような貨物引換証は商

法の認めるものでなし、から，少なく とも商法の規定する物権的

効力を有しないと解する説がある。船荷fiiE券を発行する場合に

も，国鉄では発行者を駅長に限定している。

4 国鉄で発行する船荷証券の様式は上掲のとおりで.偽造・

21:造を防止するため，インキ消で消える印刷イ γキをもって乗

車券と同様の地紋を付けである。番号は 01 から 50 までとし，

裏面の左端に L表記の荷物は受け取りました。昭和年月

日(住所氏名II と印刷しである。発行通数は小荷物 1 個または

貨物 l 口につき l 通または数通( 2 通以上発行するときは各通

とも同一番号に訂正する)となっていることのほかは，証券の

請求時期，発行時Jt!J.発行者，証券手数料，記載事項，発行方

および処理方ならびに運送品の引波方等すべて貨物引換証の場

合と同様である。もっとも国鉄における船荷証券発行の諭求は，

今日までの実績ではほとんどない。 ー」貨物引換証。荷替為。

参考文献問中誠二著海商法。森i自著海商法原論。小町

谷操三若 商法講義巻三海商。喜安健次郎著運送営業。(松

本義秋 ・ 伊藤孝)
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(表)券斑荷

転勤を命ぜられた国

1 極 2 甑 3 極 4 極 5 樋 6 節 7 街 8 種

区 分 鉄道50 50以上 100以上 300以上 500以上 1000以上 1500以上 2∞0以上
km km km km km km km km 

未 れ荷 100 米J~ 300 未満500 未満 1000 米溌1500 *iお 2∞o 朱欄

円 円 門 内 円 円
一 般職員 3,850 4,200 4,700 5,100 6,300 I 7 ，8∞ 9,600 11 ，4∞ 

特定職員 4,250 4,650 5,150 5.650 10,600 12,550 

副参 III
8 号俸 4,850 5,250 5,850 6,400 7 ，ωo 9,750 12,000 14,250 

技師
以下

(3 級) 7 号俸 一
以上

5,400 5,900 6,550 7,150 8,850 10,950 13.450 16，αm 

参1)" 技師( 2 級) 6,000 6,550 7,250 7,950 9,800 12,100 14,900 17,700 

参与 ・技術( 1 蔽) 6,550 8,700 10,750 13，ヨ00 16,350 

赴任旅行旅費

普賢定料1伝移

する。自由術語E券が有価詰E券として要式証券，文言証券，法律上

当然の指図証券，主要凶証券，処分証券， 受反証券等の性質を有

することは貨物引換証と同一である。

船荷証券の記~~事項は法律が定めており(商法第 769 条)，ま

た記載事項の 1 ， 2 を欠いても，船荷証券の本質を寝 しない事

項であれば， 有効であるこ とも貨物引換言iE と岡ーである。

船荷証券が位権的効力(連送に関する事項は， 船舶所有者 と

船荷証券所持人との聞においては，船荷証券の定めるところに

よるとする効力)および物権的効力(運送品に|刻する処分は，船

荷証券をも ってするにあらざればこれ危なすことができず，船

荷証券の引渡は現物の引渡と同ーの効果を生ずるとする効力)

を有することも貨物引換証と同一である(商法第 776 ・ 572 ・ 573 ・

575 条)。

2 船荷証券は貨物引換語Eと奥なり， 1 通または数通の発行

を認められている。数通発行を認められたのは，百E券を送途す

る場合の延着または途中の紛失に備えるために， 5J IJ途の方法に

より送達することを得しめるためであるが，荷送人が l 通を荷

受人に送ると同時に，他の 1 j通を自己の支店または代溜!1i!i等に

送り，運送品の処分権を留保することを得しめ，あるいは荷送

人に証拠として保有せしめる等のためである。数通発行の場合

には，各証券の内容は同一であること，発行の員数を各証券に

記I1配すること，各通の発行は問時であることを

裂する。数通の船荷証券が発行されたときは各

i置の証券はおのおの~立した効力を有する。し

たがって 1 通の船荷証券によって権利を行使し

得るをもって原則とする。

(1) 陸協港においては 1 通の証券の所持人の

引渡請求とレえども，これをこばむことを得な

い。したがってこれによる引渡後は他の証券は

効力を失う (商法第 771 ・ 774 条)。

(2) 陸揚港において 2 人以上の証券の所持

人が同時に迩送品の引波を詳';')}とした場合は，船

長は遅滞なく 運送品を供託し，かつ請求した各

所持人に， その通知をしなければならない。船

長が陸場港において 1 i並の所持人に対し，巡送

品の一部を引渡したのち ， 他の所持人が遜i送品

の手 Il度を請求した場合において，その残部につ




